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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

事　業　名 民間活用委託訓練事業

06 05 07

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 2-08 部・課

職業能力開発促進法

実施方法
国庫･
県単

県の各技術専門校が企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関などに委託して実施

実施期間 H13 根拠法令等

国庫補助事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

　離転職者等の再就職に当たり、就職に必要な知識や技能等の習得を民間教育機関等を活用した職業訓練の
実施により就職を促進する。

対　象 企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等

目指すべき姿 離転職者等の就職に必要な訓練機会を確保するとともに、受講者の就職の促進を図る。

事業内容

国庫委託事業
　・就職促進に資する知識、技能習得訓練の実施
　・介護福祉士の資格取得のための訓練の実施
　・訓練導入講習、座学訓練、企業実習訓練を一体的に行う委託型デュアルシステム訓練の実施
　・企業等の現場を活用した事業主委託訓練の実施
　
　　　例　介護福祉士、ホームヘルパー２級、簿記等の資格取得、ビジネススキル、パソコン実務等の技能習得

23年度 24年度（当初）

0 0

330,220

0

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人

23年度事業費の主な内訳

千円 362,616 440,011 国庫委託
委託料：247,547千円（委託先：社会福祉法人等民間教育訓練機
関、企業等）
報償費： 25,937千円（就職支援経費等）

千円 288,699 308,618 ―

千円

4.10 4.10 4.10

千円 322,799 342,476 473,869

千円 34,100 33,858 33,858

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

就職者数　　　　　　　　　　（成） 人 638

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
訓練受講者数

千円/人

24年度（見込）

（効率指標　算出式）
　概算事業費／訓練受講者数（修了者）

訓練受講者数（修了者数）　（成） 人

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

□　余地あり

左記以外のH23年度実績

訓練コース　　　　　　　　　（成） コース 100 106 128

23年度(見込）

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地あり

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・離転職者等の就職を促進するための取組であり、平成23年度は概ね期待どおりの成果が得られたものの、依然、
離転職者等に対する雇用情勢が厳しい状況にあることから、求職ニーズ及び求人ニーズ等を把握しながら効果的
な訓練の実施、及び就職支援を行っていく必要がある。

特記事項

□　余地なし

⑤
事
業
の
課
題

区　分

県の関与を見直す
余地

383 370

・厳しい雇用情勢にあることから、求職者数の増加を踏まえ訓練
機会の確保を図っている。
・求職者ニーズと求人者ニーズとのミスマッチがあることから、職
業能力開発コーディネーターや巡回就職支援指導員を配置しな
がら細やかな対応を図るとともに就職の支援を図っている。

b
期待どおり

□　横ばい □　減少

■　当面余地なし

■　増加

1,280

・過去３年間（H20～22）の実績の平均を踏まえて、
受講修了者数635人、就職者数430人を目標とす
る。

・景気の低迷、円高等厳しい雇用情勢が続く中で、離転職者等への民間教
育訓練機関等を活用した職業訓練を実施した。H23年度の実績は、受講
修了者数894人、就職者数647人であった。

343

647

□　余地なし ■　当面余地なし

942 894

判　定　・　説　明

内　線

E-mail

担
当
課

商工労働部人材育成課

２９９２～２９９４

jinzai@pref.nagano.lg.jp


